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一般化への要求 と経験の局所性

一化学物質の許認可という事例を通じて一

西村 名穂美

はじめに モデル的自然の構成をめぐって

本稿が扱うのは、一般fヒ された知識に伴 う諸困難である。一般イヒされた知識、

法則性は、人為的に制御された実験対象については、適切にあてはまるかもし

れない。 しかしこの法則が 「経験的現実」にも妥当するためには、制御されて
いない自然現象も法則が予測する通りにふるまうはずだ、と想定する必、要があ

る。この想定に対して、「実験室で人が思い通りに生起させるような現象から

自然現象を予測するためには、不確定な要因が多すぎるのではないか」という

疑間を投げるとしたら、どのような答が返されるだろうか。おそらく可能なの

は、「自然事物と技術の産物との間に区別をすべき科学的根拠がなければ、両

者を同等にふるまうはずのものと見なせる」という答である。ここで間と応答
とを、二つの立場として際立たせてみたい。

疑問 :理論や制御された実験に基づく「構成された自然」は、個別 。多様・局
所的な自然を充分に反映していないのではないか。

応答 :自 然の生成過程や構造を模擬するような、現実を一般的に予測するモデ
ルをつくることは可能である。モデルに即した事例が見出されるなら、
そのモデルは現実に妥当すると見なされてよい。

本稿はこの応答に対し、さらに疑問側の立場を明確にしたい。それは、「具

体的問題を解決すべき状況」にあつて、「学的一般化」はどれほど有効かとい

う問い直しである。学的な普遍性を目指す場合、依拠する原理や注目する要素
を、学的な意図から限定することができるだろう。しかし解決すべき具体的な

状況で、実験室と同じような制御が可能とは限らない。つまり現実の場には、



モデル化に不適切な要素、攪乱要因が多い。ある種の「学的観点」から見れば、
攪乱要因の捨象はのぞましい。 しかし現実の局所条件を変更できない場面では、
かかる攪乱要因をいかに取り入れるかが、まさに考慮されるべきであろう。
以下で論じるのは、実験的対象から現実対象のふるまいを予測する難しさ、

そして一般|ヒ された法則を経験に適用する際の困難さである。特に 2は、化学
物質の許認可という題材を扱 うため、いささか細かな事例に言及することを、
予めご寛恕ねがいたい。

1普遍性と局所性―研究者の関心という観点から

ここではまず上記の疑間と応答について、それぞれの立場を際立たせる考え
方 。関心の向け方の違いに注目する。違いというのは次の点である。疑間の側
は、「個々の具体的現実」 「経験の個別性Jに重きをおき、抽象的な一般化を
退ける。他方応答側は、「科学的に一般化できる事象」「普遍的で確実な根拠」
に強い信頼を置き、具体的経験のいわば偶然的な個別性を、極力捨象する。後
者の傾向は、前者よりも「科学的J立場と折り合いが良い、と言えるかもしれ
ない。 しかし前者がもつ関心を重視する科学者も、1)ち ろん多い。それではま
ず、疑問側と応答側の立場がどのように異なるかを、簡l単 に特徴づけてみる。

a 疑問側が向ける関心―個別経験の重視
特徴 :局所性や状況性を省き、普遍的な1■明を重んじるという立場に対し、そ
の普遍化が捨象する1)のに関心をはらう。 個別事象は、教説としての知識
に吸収され得ない|と 強調する。

例 :ボイルによる経験の伝達 :実験に関する煩わしいまでの詳細な記述。理論
のみでなく環境条件、材料、実験者についてのエピソー ドまで{)含む。成功
も失敗も含めた冗長なほどの記述。簡潔にされた形式で書けという、規範的
な圧力が前面に出ていない時代での実験の典型2であり、 冗長といえるほど
までに histolヽ ical(事象記述的)だ としばしば評される。

b 応答側の認識関心 ― 経験の制御と普遍化の重視
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特徴 :そ もそも科学的知識が共有されるものであるためには、一定の基準枠が
必要だという点を強調する。学的恒常性に到るためには、感官が見分けるも
のについての単なる記述のみではあまりに不確定である。一定の読み方を共
有しない限り、知識の共有も伝達もできない3だろう。共有できる知識を得
るために、「感覚こそ理性によつて訓練される必、要がある4」 とぃぅのが、こ
の立場の主張である。

例 :近代自然科学の方法的手続きを概念化し、認識論や学問論上の近世構成主
義を準備 したと評される場合の、カント的実験家像5、 またパスカルの『真空
に関する新実験』に見られる、本質を提え余分なものを省く記述・を典型とす
る。

これら二つの関心を対比すると、科学的により必要とされるのは後者であろ
う。ボイルが延々と書いたような、特定の出来事を historicalに 記述する実
験レポー トは、とくに 17世紀後半以降、「科学的に」ほぼ無意味と見なされる
ようになった。科学的な意味で求められるのは、記述の詳細さよりむしろ、
「いつ誰にとつても再現可能な」状況、普遍的な性質の記述7だ とぃぅのが、17
世紀 Royal Societyの趨勢であったメ。

2普遍化への要求と 局所条件の軽視 :許容値規定の例

「現実的自然には、モデル的自然に汲み尽くせない側面が常に残るのではな
いか」、という懐疑的な問いかけは、しばしば応答側の合理的な割り切りと相
容れない。 もちろん提起される疑間を際限なく考慮していれば、現実的に必要
とされている何らかの一般化が難しくなる、というのも事実である。一般化が
必要とされながら、それが困難でもあるという状況の一例として、ここでは化
学物質の許認可という事例を扱 う。化学物質を製造し市場に出してよいかを決
める時、安全性を検査する科学者に求められているのは、第一に安全度の基準
呈示である。安全性基準 (ADI、 TDI・)を算出する際には、その物質に閾値があ
るということ、つまり「この物質は一定の量までなら摂取してt)毒性を示さな
い」ということが想定されている。この際、徹底的な慎重さ、たとえばその物



質の閾値を確証できない限りそもそ t)許容ll■ を算出すべきでさえない、という

慎重さを貫くことは、科学者に実際上 (と くに企業側の研究者には)要求され
ていない。
“許容値"の算出は、in vivo(生 体)および in Vitro(試験管)で行われ

る毒性検査、また化学的・生理学的知見を応用した理論上の 予測に基づいて割
り出される。この算出は、たしかに審査過程で充分な根拠に基づくと判定され

ている。しかし許容1直の設定はしばしば、その一般化があだとなり、いくつか
の不合埋な結果につながつた。
そこで、かかる結果につながる要因を、大まかに二つυ)側面に区分して検討

する。まず一つ目は、審査方法のあり方を決める政策的な要因、二つ目は実質

的な検査方法に見られる技術 li。 学問上の要因である。

2-A政策に関わる要因
a 第二者的観点から見たデータの不在。
「化学物質の審査および製造等の規制に関する法律」 (以下、化審法)で定め
られている一連の毒性試験の施行、おてkび一次資料び)作成は、審査する側でな
く製造販売する側にゆだねるれている。さらにそび)一次資料は多くの場合公開

されない。
製薬会社が行う検査の大半は、どれくらいの濃度で害虫や病原菌を駆除でき

るかにウェイトを置いている。弊害、とくに微量で長期にわたる使用や、f山の

薬との併用についてのデータなどが揃えられることはほとんどない。不利な症

例は、特異体質として統計から外されるなど、データに反映されない場合があ

る。また、副作用の報告があってく)、 必要最低限の検査に抵触しなければ、報

告されない場合さえある1°。

b 認可の審査i日程の非公開性と、批判を受け付けないシステム。

審査過程の不透明さと、一 Ll確定した許容値を訂正する困難さは、たとえば

フェニ トロチオンという物質について顕著であった。この物質と佐久地方の集

団病との因果関係の研究は、従来のADI設定の見直へυ)誘因となつた。研究が
先鳳珀勺に行われていたのは「1本で、彼らは 1960‐70缶イ かヽら、佐久病を含む奇
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病の研究を有機 リン系農薬の長期にわたる微量摂取と関係付け、有機 リン剤の

摂取が血中酵素の幾種類かを低下させると報告し続けてきた。しかし慢性毒性

に関する日本の先進的研究を規制に取り入れたのは日本でなく、むしろアメリ

カである。日本では多くの研究報告が参照可能だつたにも関わらず、 (アメリ

カが変更を行うまで)従来の許容値を固持したままだつたH。

c 有害という証拠がない限り、無罪放免となり市場に流通する現状。
1999年度末の時点では2万の新規化学物質 (こ の数は、イヒ審法制定以後の新

規登録数であり、既に用いられている化学物質は 10万ほどとも言われてい
る)の うち、毒性情報が揃つているのは H89であり、規制の対象と判定された
のは僅か 423物質だつた12。 化審法に基づいて、リス トアップと毒性情報の収

集は進められているが、それはごく一部にすぎず、規制の定義を満たさなけれ

ば審査さえなされないい。登録される膨大な化学物質すべてを迅速に審査する
コストは確保できないため、製造量の多い物質、過去に有害と判定された物質

と構造が似ている物質を優先するというような割り切 りで、優先順位が付けら

れる。化学物質のなかには当然、反応が一定せず閾値を出しにくい、あるいは

規制に足るほどに充分なデータを集められていない、また法規定の枠からさし

あたり外れているような物質というものがある。 しかしこれらは有害だという
証拠が呈示されない限り、規制の対象とはならない。

d 適用されるべき法律と、取り締るべき省庁をめぐる解釈の混乱。
化学物質に関する法制度の数は多く、その法に従つて取り締るべき省庁 t)い

くつかに分散している。まず関連する法としては、主なものだけでt)環境基本

法、食品衛生法、化審法、農薬取締法、毒物および劇物取締法、薬事法、等々

がある。これらの法に従つて化学物質の使用を規制する省庁は、環境省、厚生

労働省、農林水産省、経済労働省等である。当然、物質の使用用途に応じて、

どの法律に抵触するか解釈が分かれることはあり、いずれの定義にも当て嵌ま

らないという、いわば網の目を潜って使用が黙認されてしまう物質もある。

たとえばかつてゴルフ場農薬の取締は、 (旧 )厚生省の管轄であるか農水省の
管轄であるか、定まつていなかった。農水省が自らの管轄とした 1988年 まで、

14:



ゴルフ場農薬には事実 L何の規制 t)な く、農薬としては不合格の商品がゴルフ
場用に用いられるというほどの野放図であつた。害虫用殺虫剤については、園
芸用ならば農水省、衛生用ならば厚生省の管轄だったが、 「不快害虫用殺虫

剤」はどこt〉 取 り締らない。これは、規制に関わる盲点の一例である

2-B検査・算出方式に関わる要因
a 実験から現実への推論過程
マウスヘの人為的な投与 (短期、多量)から,、 人間の日常的摂取 (長期、微量)

の影響を外挿・推測する困難さの
動物実験の結果から人間の場合での反応を推定するのがどこまで妥当かとい

う点は、議論の的である。川)Tの設定は、動物実験での NOEL(無影響量)を基
に、安全係数と不確定係数で害1り 出されることが多い。しかし動物実験から得
た NOEl′ を基に人間のADIを 求める仕方 (外挿をどのように行うか)は、しばし
ば解釈が分かれるところである。外挿が意味ある()のになるためには、まず被
験者となる動物を適切に選ぶ必要がある、、そして被験動物と人間との種差も、
物貰に応じて■1夫 しなくてはならない。つより種差を単に体重の違いに帰着さ
せるというような単純な害1り 切りは、常に妥当とく)限 喝ない。なぜなら、単純
な定量化と相容れない不確定な要素、たとえば毒物に美lする反応、代謝や免疫
の種差など、個別事例ごとの相違が大きい場合には、種差をlly重の違いに求め

る仕方が無意味になるからである。例を挙げるなら、有機塩素系物質は魚類 。

貝類に強く働くが、甲殻類や両生類に働く度合いは弱い。有機 リン系物質は甲

殻類に強いが、魚類・貝類 。両生類に働く度合いは顕著でない。
実験室で用いられる素材が、その外部で1)1司 じ性質を1)イ )と いう前提にも問

題がある。たとえば実験室では風に毒性を示すはずだつた DDTも 、実地では
(耐′性獲得と急激な進化のため)何の効きロモ)な くなるという事態が生じたlt
これらの事例がしばしば報告されることにモ)、 許容値の設定につきまとう困難
さが窺われる。
b 測定値の基準に際して気づかれない要素、その時代の学的進展からは見
えにくい因果性。
検査にあたつて留意されにくい要素としては、り|:意図的に生じる複合作用
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(ただ 1種類の有害物質を摂取するという前提からは見えてこない)を挙げる
ことができる。閾値をこえなければ毒性が現れないといつても、単に生体のも
つ恒常性のために毒性が現れていないだけかもしれない。たとえば二つの合成

化合物を併用する場合、それぞれの致死量の 100分の一が既に死をまねく。お
そらく片方のイヒ合物が、もう片方の毒性を消す酵素を破壊するため。しかも意

図的に同時に混ぜなくとも両者が混ざることは、ごく日常的に見られる15。

また、学的状況の時代性のゆえに見えていない因果関係は常にある、という点

も指摘できる。かつて、生体濃縮、体内動態という要素は「見えにくい因果関

係Jだつた。これらの要素を審査法に取り入れるか入れないかは、もちろん予
測すべき因果関係を大いに左右する。ところで生体濃縮のプロセスは、残留性
の高い農薬が多用された50年代の段階では、十分に把握されていなかつた16。

化学物質が細胞内のミトコンドリアや染色体に与える影響、また癌や奇形の発

生、染色体への影響などについて同様に、研究ははじまつたばかりだつた。こ

れらの因果関係が考慮されない段階で許容値の算出が決定されていたという点

に、不合理がある「。
一例を挙げるなら、しばしばその先見の明を評価されるレイチェル・カーソ

ンにしても、時代の学的制約を免れるほどの洞察をもつていたとまではいえな
い。カーソンは生態的/生物学的防除策 (天敵の導入や微生物農薬も含む)を
しばしば推奨していたが、その方策について現在では、50-60年代当時と較ベ

てはるかにその危険性が明らかになつている18。

現在学的に公認されている危険要因は、基本的にfヒ審法の試験項目に含まれ
ている (生態濃縮や難分解性の検査について言えば、化審法はまさにこの種の

問題を含む物質に規制を加えるために、制定されたのである)。 化審法が指定
する試験項目は、①慢性毒性試験 ②生殖能力および後陛代に及ぼす影響につ
いての試験 ③催奇形性試験 ④変異原性試験 ⑤癌原性試験 ⑥生体内運命に関
する試験 ⑦薬理学的試験、に分かれている(ただし実際これらの試験がすべて

課されるのは、新規登録物質の内のごく僅かである19。 )問題は、これらの試
験を経ても見出されない悪影響があり得るという点にある。一例を挙げるなら、
有機リン系物質を長期にわたり摂取すると、しばしば免疫機能の弱化、 しびれ
や自律神経の乱れ、弱視などが誘発される。ところがこういう変化は、当初か
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ら予潰Jがついていない限り、実験室内で管理された動物から容易に観察されな
い。長期的な影響 (30年後に癌となつて顕在fヒするなど)も、試験では当然な
がら明らかにされにくいКt

おわりに 実験室の内と外―知識の一般化と問題の局所性

本稿は冒頭にて、疑間と応答という二つの立場を想定した。応答側の立場は、

個別の事例に対してあくまでも普遍的・一般的な定式に基づく対処が可能だと
いうモ)のであった。そオ́しに対し本稿が 2で掲げた事例を通じて示そうとしたの
は、知l識の 一般化 (こ の場合基準値)が特定の文脈か聰の影響関係を抜きに、
純粋かつ中立的になさオしるt)のだろうか、という疑義であつた。朴1学的かつ合

理的な根拠に基づくかに見える「許容値」も、種々の社会的状況、学の時代的

な制約ゆえに、しばしば所定的たいざるをえない。どのような試験方法に則し

てデータを集めるか、そこから何を読み取るかという基準についても、時代や

共同体の特殊性を免オしているとは、必、ずし()いえない。
一般化された知識はしばしば、文〃民や1月男l性を捨象した理想状況に基づいて

いる。しかしその知識を現実の状況に適ナllするとき、知識はその頑な一般′性ゆ

えにしばしば現実的な効力をく)た ない。 般性を獲得するために捨象された
「付随的なもの」が、現実には捨象し得ない局所条件をなしている場合、一般

イヒされた知識はことさら場違いである。
意図や予測通りの結果がでないのは、現実のケースに撹乱要因があるためだ、

というのはいささか本末顛倒である。状況があまりに入り組んでいて、適用す
べき規則が明瞭でなく ―貫した解明を拒むかに見える状況は確かに多い。 しか
しその複雑さは、既存の法則性を一方的に当てはめることによつて必ずしt)解

消しない。局所的問題へのとりくみを怠るなら、問題は解決しないといえるだ

ろう。
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